
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110070504010301 事務事業名 学校給食センター運営事業
担当部 教育部

担当課 学校給食課

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 北井上　真悟

### 施策名 01 学校教育の充実 グループ 給食管理グループ

### 基本事業名 03 健やかな体を育む教育の推進 内線番号 42-0528

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ 57 年頃～）

項 07 保健体育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 学校給食費 根拠法令・条例等 学校給食法

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

給食の提供数（給食実施日数１日あたり） 食 6,850 7,000 6,757 7,000 7,000

地場産食材（市内産）の購入割合 ％ 25 28 26 28 28

食に関する指導の実施回数（延べ） 回 175 180 178 180 180

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

児童生徒、園児 人 6,257 6,400 6,158 6,400 6,400

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

正しい食習慣を身につける 朝食を食べない子どもの割合（小５、中２） ％ 3.0 2.5 1.5 2.0 2.0

偏食をなくす 一人当たりの残食の量（年間） ｋｇ 5.0 4.5 4.4 4.0 4.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

健康な体が育つ ％ 3.0 2.0 1.6 2.0 2.0

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 28,400 0 0

千円 0 0 0 25 25

千円 191,224 193,242 197,516 195,974 195,974

千円 191,224 193,242 225,916 195,999 195,999

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 191,224 193,242 225,916 195,999 195,999

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　学校給食法第１条に基づき、国分地区(単独調理場）を除く隼人・溝辺・横川・牧園・霧島・福山の6学校給食センターにおいて、市内の小・中学校
、幼稚園での給食を実施し、次の基本方針等による学校給食の充実に努める。
　①【安全安心な学校給食の運営】学校給食衛生管理基準に基づき、安全安心な学校給食に努める。また、施設面でも、衛生基準に適合させるた
め、給食施設の計画的な整備を行っていくとともに、給食内容の充実と業務の効率化を図る。
②【食に関する指導の充実】学校給食を生きた教材として活用し、様々な体験活動を通じて、食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な食
生活を実践することができるようにする。また、栄養教諭の派遣等を通して、「食に関する指導」の充実を図る。
③【地産地消の推進】霧島市の豊かな食材を学校給食に活かしながら、安全で安心な季節感のある、おいしい学校給食を提供する。また、関係機
関と連携しながら地場産食材の活用を推進することにより、心身ともに健全な子ども達の育成を図る。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
学校給食センターから配食される小中学校
の児童生徒、園児

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
健康診断（腎臓）で要注意・要治療となった
児童生徒の割合

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

学校給食法が制定され、学校給食を実施。その
後の改正を受け、S57より給食センターを設立し
、それと同時に本事業を開始した。偏食する児
童生徒が増加する中で、食育の推進が重要な
課題となっている。また、施設の老朽化が進ん
でおり、厨房機器の買替えや調理場のドライ方
式への変更が必要とされている。
外部評価委員からは、「国分地区小中学校給食
単独調理場運営事業」や「学校給食施設整備
事業」との事務事業内容を再度照らし合わせ、
統合の検討等方向性を示し、進めていくべきと
の意見がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・センター所長会の実施（年４回実施）
・施設や設備の老朽化による故障・修繕に対しては、適宜対応をした。
・主な修繕及び備品等の購入
　　隼人学校給食センター内プレハブ冷凍冷蔵庫・コンビオーブン購入
　　隼人学校給食センターから上小川小学校へ給食配送開始（9月～）に
伴う食器・食缶等の購入

・センター所長会を実施し情報を共有することで、業務の連携を図ること
ができた。
・老朽化による故障・修繕や備品等の買替えによる設備の更新により、適
宜対応した結果、安全安心な給食施設の機能を向上させることができた
。
・１０月と１月に実施した朝食摂取状況調査によると、朝食を食べない子ど
もの割合（小５、中２）の割合が減少してきている。



0110070504010301 学校給食センター運営事業
教育部

学校給食課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

☐

■

☐

⑥

☐

■

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・統合 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局 教育部 花堂　誠

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
児童生徒、園児が、正しい食習慣を身につけることや偏食をなく
すことで健康な体が育つことに結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

学校給食法第11条では、食材費以外の学校給食事業を行うため
にかかる費用は市が負担することになっているため妥当である｡

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
朝食を食べない子供を減らすためには、実態調査及び食の指導
の徹底はもとより、給食だよりやＰＴＡ新聞等を活用し、保護者への
啓発を推進することで、成果向上余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
学校給食を提供しないことにより、保護者の負担が増大し、偏食の
傾向も強くなるため、児童生徒の体力の低下や栄養のバランスの
低下につながる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等 国分地区小中学校給食単独調理場運営事業

 類似の事業はない 従来、給食センターは、各出張所（教育振興課）所管であったが、
学校給食課（新設）所管となったこと、また、センター方式、自校方
式共に事務内容は同じように見えるが、規模、管理者に差異があ
ることから可能性はあるが容易ではない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

消耗品等一括購入可能なものについては、共同購入等により、事
業費を削減できる余地がある。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

調理業務を民間委託することで、事務職員を減員して人件費を削
減できるが、別途、調理業務の委託料が発生する。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

受益者は児童生徒であり、全てに栄養バランスのとれた豊かな食
事を提供する事業であるため公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

備品・設備等の長期更新計画により、安全安心な学校給食の提供に努めると共に、児童生徒の食に対する正しい知識や食習慣
についての啓発を行っていく。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

引き続き安全安心な学校給食の提供に努めると共に、備品・設備等の突発的な故障や買替等に対応できるよう、修繕料及び備品
購入費については、長期更新計画等を十分に踏まえた予算額を要望していく。

（１）事務事業の改革
改善方向性

牧之原給食センターの稼働や（仮称）国分給食センターの建設などの施設整備が進んでおり、今後は自校方式継続が既定方針
である各学校の給食棟の整備を行う。牧之原以外の５給食センターについては老朽化が進んでおり、安心安全な給食を提供する
ためにも設備・備品の長期的な更新計画の策定が必要である。



0110070504010301 学校給食センター運営事業
担当部 教育部

担当課 学校給食課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 91,909 95,493 95,493

8 0 0

9 0 6 6

10 0 0

11 58,881 56,595 56,595

10,589 7,785 7,785

11,745 13,529 13,529

0 0

193 252 252

29,752 29,959 29,959

6,602 5,070 5,070

0 0

0 0

0 0

12 1,714 2,492 2,492

881 873 873

0 0

367 1,005 1,005

466 614 614

13 33,599 34,295 34,295

14 725 726 726

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 38,798 6,022 6,022

19 147 162 162

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 143 208 208

28 0 0

225,916 195,999 195,999

0 0

0 0

28,400 0

0 25 25

197,516 195,974 195,974

計 225,916 195,999 195,999

当初予算 193,242 区分 名称 金額

補正予算 35,240 地方債 合併特例債 28,400

31,500 0

4,300 0

▲ 560 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 1,684 0

予算合計 226,798 0

0

0

0

0

合　計 28,400

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第1号

補正第2号

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110070504010302 事務事業名 学校給食運営協議会等開催事務
担当部 教育部

担当課 学校給食課

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 北井上　真悟

### 施策名 01 学校教育の充実 グループ 給食管理グループ

### 基本事業名 03 健やかな体を育む教育の推進 内線番号 42-0528

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 18 年度～）

項 07 保健体育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 学校給食費 根拠法令・条例等 霧島市立学校給食センター運営委員会設置要綱等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

審議会等の開催回数 回 13 15 12 15 15

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

児童生徒、園児

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

正しい食習慣を身につける

偏食をなくする

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

健康な体が育つ

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 275 546 289 517 517

千円 275 546 289 517 517

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 275 546 289 517 517

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

「学校給食に関し、食育の推進、地域の特色を生かした学校給食の実施を図るための協議会委員への報酬等の支払い事務」であり、６センターそ
れぞれに設置されている学校給食運営委員会や、市長の諮問に応じての審議・答申を行う学校給食運営審議会、新たな給食施設建設に関する審
議を行う学校給食センター建設検討委員会がある。
・学校給食運営委員会
　それぞれの地区における学校給食事業会計の予算及び決算に関する事項等の他、学校給食に関するすべての事項について審議をする。
・学校給食運営審議会
　市全体の学校給食事業に係る重要事項について審議をする。
・学校給食センター建設検討委員会
　給食施設開設までの事業の円滑な推進を図るため、施設建設に関する事項（基本構想・設計・設備等の整備）について協議・検討を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成23年8月に「霧島市学校給食運営審議会」
で、（仮称）第一学校センター及び牧之原学校
給食センターの新設、また、横川学校給食セン
ターと牧園学校給食センターを廃止し、（仮称）
第二学校給食センターを新設する答申を出した
が、その後、給食施設の分散化や自校式を堅
持すべきとの意見が一部の地域住民・議会等か
ら出されたことを受け、給食事業（センター方式・
自校式）の見直しの方針が決定され、年次的に
整備を進めていくことになった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

６センターそれぞれ年2回運営委員会を開催した。
隼人学校給食センター　7月・3月実施　42人出席
溝辺学校給食センター　7月・3月実施　２１人出席
牧園学校給食センター　6月・2月実施　１３人出席
横川学校給食センター　7月・3月実施　２２人出席
霧島学校給食センター　7月・3月実施　２４人出席
福山学校給食センター　6月・2月実施　２５人出席

学校給食事業に関する事項について審議し、各委員から様々な意見が
出され、それらの改善に取り組んだ結果、市内の児童生徒、園児が正し
い食習慣を身つけることや、偏食をなくすることで、健康な体が育つことに
結びつく一因となった。



0110070504010302 学校給食運営協議会等開催事務
教育部

学校給食課

理　由

①

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

②

【参考：昨年度の内容】☐

☐

③

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

④

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

☐

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥
報償費、旅費等につき削減できない。

■

☐

⑦
人件費を含まない最低限の事務であることから、削減できない。

■

☐  削減できる

⑧

【参考：昨年度の内容】☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

各センターの運営委員については、各学校長・各PTA会長等が委員となっており、開催時期や時間等については、学校行事等と
重複しないよう慎重に取り計らっていくと共に、新たな審議事項の提案等を行っていく。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

引き続き各センターの運営委員会の開催時期や時間等については慎重に取り計らっていくと共に、新たな審議事項の提案等を
行っていく。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110070504010302 学校給食運営協議会等開催事務
担当部 教育部

担当課 学校給食課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 113 113

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 289 392 392

9 0 12 12

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

289 517 517

0 0

0 0

0 0

0 0

289 517 517

計 289 517 517

当初予算 546 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 546 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110070504010303 事務事業名 国分地区小中学校給食単独調理場運営事業
担当部 教育部

担当課 学校給食課

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 北井上　真悟

### 施策名 01 学校教育の充実 グループ 給食管理グループ

### 基本事業名 03 健やかな体を育む教育の推進 内線番号 42-0528

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ 37 年頃～）

項 07 保健体育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 学校給食費 根拠法令・条例等 学校給食法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

給食の提供数（給食実施日数１日あたり） 食 5,530 5,700 5,307 5,700 5,700

地場産食材（市内産）の購入割合 ％ 24 28 26 28 28

食に関する指導の実施回数（延べ） 回 148 155 139 160 160

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

児童生徒 人 5,117 5,300 4,917 5,300 5,300

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

正しい食習慣を身につける 朝食を食べない子供の数（小５、中２） ％ 3 3 2 2 2

偏食をなくする 一人当たりの残食の量（年間） ｋｇ 4 4 3 3 3

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

健康な体が育つ ％ 3 3 2 3 3

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 63,533 65,076 66,054 63,942 63,942

千円 63,533 65,076 66,054 63,942 63,942

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 63,533 65,076 66,054 63,942 63,942

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

学校給食法第1条に基づき、国分地区の市立小中学校（センター方式を除く）での給食を実施し、次の基本方針等による学校給食の充実に努める
。
①【安全安心な学校給食の運営】　学校給食衛生管理基準に基づき、安全安心な学校給食に努める。また、施設面でも衛生基準に適合させるため
、給食施設の計画的な整備を行っていくとともに、給食内容の充実と業務の効率化を図る。
②【食に関する指導の充実】　学校給食を生きた教材として活用し、、様々な体験活動を通じて、食に関する知識と食を選択する力を修得し、健全な
食生活を実践することができるようにする。また、栄養教諭の派遣等を通して、「食に関する指導」の充実を図る。
③【地産地消の推進】　霧島市の豊かな食材を学校給食に活かしながら、安全で安心な季節感のあるおいしい学校給食を提供する。また、関係機
関と連携しながら地場産食材の活用を推進することにより、心身ともに健全な子供たちの育成を図る。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
国分地区の自校方式の小中学校の児童生
徒

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
健康診断で要注意・要治療となった児童・生
徒の割合

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

学校給食法が制定され、学校給食を実施。それ
と同時に本事業を開始した。偏食する児童生徒
が増加する中で、食育の推進が重要な課題とな
っている。また、施設の老朽化等が進んでおり、
厨房機器の買替えや調理場のドライ方式への
変更が必要とされている。
外部評価委員からは、「学校給食センター運営
事業」や「学校給食施設整備事業」との事務事
業内容を再度照らし合わせ、統合の検討等方
向性を示し、進めていくべきとの意見がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・施設や設備の老朽化による故障・修繕に対しては、適宜対応をした。
・主な修繕及び備品等の購入
　（国分小）給食調理室換気扇修繕
　（舞鶴中）食器洗浄機修理
　（国分北小）電気式食器消毒保管機購入
　（国分中）冷凍庫１台購入
　保冷庫・ガス給湯器２台購入
・食に関する指導の計画的な実施

・老朽化による故障・修繕や備品等の買替えによる設備の更新により、適
宜対応した結果、安全安心な給食施設の機能を向上させることができた
。
・食に関する指導を計画的に実施できたことにより、正しい知識・食習慣
についての理解を深めることができた。
・１０月と１月に実施した朝食摂取状況調査によると、朝食を食べない子ど
もの割合（小５、中２）の割合が減少してきている。



0110070504010303
教育部

学校給食課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 学校給食センター運営事業

☐

■

☐

⑥

☐

■

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・コスト縮小・統合 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

国分地区小中学校給食単独調理場運
営事業

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
児童生徒が、正しい食習慣を身につけることや偏食をなくすことで
健康な体が育つことに結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

学校給食法第11条では、食材費以外の学校給食事業を行うため
にかかる費用は市が負担することになっているため妥当である｡

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
朝食を食べない子供を減らすためには、実態調査及び食の指導
の徹底はもとより、給食だよりやＰＴＡ新聞等を活用し、保護者への
啓発を推進することで、成果向上余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
学校給食を提供しないことにより、保護者の負担が増大し、偏食の
傾向も強くなるため、児童生徒の体力の低下や栄養のバランスの
低下につながる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 従来、国分市内の単独調理場は、保健体育課の所管であったが
、学校給食課（新設）所管となったこと、また、センター方式、自校
方式共に事務内容は同じように見えるが、規模、管理者に差異が
あることから可能性はあるが容易ではない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

消耗品費は、各単独調理場に配分されているが、一括購入等が
可能なものについては、共同購入等により事業費を削減できる余
地がある。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

今後、新規に採用する調理員については臨時職員で対応してい
くことから、人件費は削減できる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

受益者は児童生徒であり、全てに栄養バランスのとれた豊かな食
事を提供する事業であるため公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

備品・設備等の長期更新計画により、安全安心な学校給食の提供に努めると共に、児童生徒の食に対する正しい知識や食習慣
についての啓発を行っていく。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

引き続き安全安心な学校給食の提供に努めると共に、備品・設備等の突発的な故障や買替等に対応できるよう、修繕料及び備品
購入費については、長期更新計画等を十分に踏まえた予算額を要望していく。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110070504010303 国分地区小中学校給食単独調理場運営事業
担当部 教育部

担当課 学校給食課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 42,354 40,991 40,991

8 0 13 13

9 10 23 23

10 0 0

11 13,840 13,479 13,479

4,592 4,190 4,190

0 0

0 0

0 0

6,859 6,789 6,789

2,389 2,500 2,500

0 0

0 0

0 0

12 181 602 602

0 0

0 0

181 602 602

0 0

13 5,118 6,075 6,075

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 4,271 2,567 2,567

19 280 192 192

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

66,054 63,942 63,942

0 0

0 0

0 0

0 0

66,054 63,942 63,942

計 66,054 63,942 63,942

当初予算 65,076 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 195 0

▲ 195 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 1,840 0

予算合計 66,721 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110070504010305 事務事業名 学校給食施設整備事業
担当部 教育部

担当課 学校給食課

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 北井上　真悟

### 施策名 01 学校教育の充実 グループ 学校給食管理グループ

### 基本事業名 03 健やかな体を育む教育の推進 内線番号 42-0528

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 25 年度～）

項 07 保健体育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 学校給食費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

センター・自校式給食施設の建設工事数 件 0 1 1 0 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

児童生徒及び園児

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

安全安心な学校給食の提供

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

健康な体が育つ

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 37,488 26,508 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 118,800 309,600 149,400 0

千円 0 9,900 9,900 0 0

千円 1,149 7,100 25,624 8,696 184,604

千円 1,149 135,800 382,612 184,604 184,604

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,149 135,800 382,612 184,604 184,604

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

市内の学校給食施設について、学校給食運営審議会の答申をもとに、施設の老朽化や衛生管理面の問題等から、学校給食衛生管理基準の要件
を完全に満たすことが困難になっている施設を年次的に整備していくことで安全安心な給食を提供できるようにする事業である。
・給食センター及び給食室の建設計画
　平成27年度　牧之原学校給食センター建設　
　平成28年度　（仮称）国分学校給食センター建設
　※（仮称）国分学校給食センターは、上小川小学校西側隣接地に建設。上小川小、国分西小、天降川小、川原小、木原小中が対象校

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

これまでの計画では（仮称）国分学校給食セン
ターは国分広瀬の姶良東部地方公設卸売市場
敷地内に建設し、上小川小学校は単独調理場
として学校敷地内に建設の予定であったが、国
の予算が不採択となったことから、整備計画の
変更を行い、上小川小学校隣接地の土地を新
たに購入し、上小川小学校分も含めた、学校給
食センターを建設することで、建設費用の削減
と施設の早期完成が図れることになる。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・主なもの
　牧之原学校給食センター
　　　建設工事費　257,418千円
　　　監理業務費　　　4,536千円
　　　厨房機器　　　　47,520千円
　（仮称）国分学校給食センター
　　　造成工事測量設計業務　1,026千円
　　　地質調査業務　　　　　　　4,181千円
　　　造成工事　　　　　　　　　18,836千円
　　　用地取得費　　　　　　　29,501千円
　　　

牧之原学校給食センターについては、平成28年4月供給開始となった。
（仮称）国分学校給食センターについては、平成29年度9月供給開始に
向けて、事業が始まった。



0110070504010305 学校給食施設整備事業
教育部

学校給食課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

施設整備に要する経費であり、実施設計に基づき積算しているこ
とから削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

設計監理については業務委託を行っているが、最終的に全ての
チエックは、職員が行う必要があり、その時間を削減するのは難し
い。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（仮称）国分学校給食センターについては、平成29年度開設に向け、事業を進めていく。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（仮称）国分学校給食センター9月供給開始を目指す。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110070504010305 学校給食施設整備事業
担当部 教育部

担当課 学校給食課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 12 0 0

12 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 68 0 0

0 0

0 0

39 0

29 0

13 21,098 3,840 3,840

14 120 240 240

15 276,253 180,000 180,000

16 0 0

17 公有財産購入費 29,501 0

18 55,213 0

19 340 524 524

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 7 0

28 0 0

382,612 184,604 184,604

37,488 26,508

0 0

309,600 149,400

9,900 0

25,624 8,696 184,604

計 382,612 184,604 184,604

当初予算 467,852 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 26,683 地方債 合併特例債 309,600

8,062 その他 特定建設事業基金繰入金 9,900

▲ 34,745 国庫支出金 学校施設環境改善交付金 37,488

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 156 0

予算合計 441,013 0

0

0

0

0

合　計 356,988

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第2号

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む
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